
庁舎等の賃貸借契約
1式

分任支出負担行
為担当官　北陸農
政局新川流域農
業水利事業所長
前田　茂

新潟県
新潟市
西蒲区
巻甲
5488

令和7年4月1日
西蒲原土地改良区
法人番号8700150022542

新潟県
新潟市
西蒲区
巻甲
5481-1

会計法第29条の3第4項
（賃貸借契約）

当該場所でな
ければ行政事
務を行うこと
が不可能であ
ることから場
所が限定さ
れ、供給者が
一に特定され
る賃貸借契約

- 3,680,000 - - - - - - - -

職員宿舎賃貸借
1式

分任支出負担行
為担当官　北陸農
政局新川流域農
業水利事業所長
前田　茂

新潟県
新潟市
西蒲区
巻甲
5488

令和7年4月1日 個人情報非公表
個人情
報非公
表

会計法第29条の3第4項
（賃貸借契約）

当該場所でな
ければ行政事
務を行うこと
が不可能であ
ることから場
所が限定さ
れ、供給者が
一に特定され
る賃貸借契約

- - - - - - - - - -

職員宿舎賃貸借
1式

分任支出負担行
為担当官　北陸農
政局新川流域農
業水利事業所長
前田　茂

新潟県
新潟市
西蒲区
巻甲
5488

令和7年4月1日

積水ハウスシャーメゾンPM
中部株式会社　新潟賃貸
営業所
法人番号5180001031328

新潟県
新潟市
中央区
南笹口
1-1-54

会計法第29条の3第4項
（賃貸借契約）

当該場所でな
ければ行政事
務を行うこと
が不可能であ
ることから場
所が限定さ
れ、供給者が
一に特定され
る賃貸借契約

- 2,486,400 - - - - - - - -

別紙様式５

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

名称 所在地

随意契約によることとし
た会計法令の根拠条文
（企画競争等）

契約の相手方の商号又は名称及び
住所

住所商号又は名称

契約を締結した日

競争性のない
随意契約によ
らざるを得な
い理由

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場合
再就職
の役員
の数
（※契約
の相手
方が農
林水産
省が所
管する特
例社団
法人又
は特例
財団法
人の場
合の記
載事項）

提案者の
数

特別な競
争参加
資格
（※提案
者の数
が１の場
合の記
載事項）

備　　考

公益法
人の区

分

国認定、
都道府
県認定
の区分

うち公益
社団法人
又は公益
財団法人
（特例社
団法人又
は特例財
団法人を
含む。）



別紙様式５

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

名称 所在地

随意契約によることとし
た会計法令の根拠条文
（企画競争等）

契約の相手方の商号又は名称及び
住所

住所商号又は名称

契約を締結した日

競争性のない
随意契約によ
らざるを得な
い理由

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場合
再就職
の役員
の数
（※契約
の相手
方が農
林水産
省が所
管する特
例社団
法人又
は特例
財団法
人の場
合の記
載事項）

提案者の
数

特別な競
争参加
資格
（※提案
者の数
が１の場
合の記
載事項）

備　　考

公益法
人の区

分

国認定、
都道府
県認定
の区分

うち公益
社団法人
又は公益
財団法人
（特例社
団法人又
は特例財
団法人を
含む。）

職員宿舎賃貸借
1式

分任支出負担行
為担当官　北陸農
政局加治川二期
農業水利事業所
長　水間　啓慈

新潟県
新発田
市日渡
96

令和7年4月1日 個人情報非公表
個人情
報非公
表

会計法第29条の3第4項
（賃貸借契約）

当該場所でな
ければ行政事
務を行うこと
が不可能であ
ることから場
所が限定さ
れ、供給者が
一に特定され
る賃貸借契約

- - - - - - - - - -

河北潟周辺農地防災
事業所庁舎賃貸借

分任支出負担行
為担当官　北陸農
政局河北潟周辺
農地防災事業所
長　原田　正人

石川県
河北郡
内灘町
字大学
1-2-1

令和7年4月1日
内灘町
法人番号3000020173657

石川県
河北郡
内灘町
字大学
1-2-1

会計法第29条の3第4項
（賃貸借契約）

当該場所でな
ければ行政事
務を行うこと
が不可能であ
ることから場
所が限定さ
れ、供給者が
一に特定され
る賃貸借契約

- 8,649,360 - - - - - - - -

河北潟周辺農地防災
事業　工事現場発生材
管理用敷地賃貸借

分任支出負担行
為担当官　北陸農
政局河北潟周辺
農地防災事業所
長　原田　正人

石川県
河北郡
内灘町
字大学
1-2-1

令和7年4月1日 個人情報非公表
個人情
報非公
表

会計法第29条の3第4項
（賃貸借契約）

当該場所でな
ければ行政事
務を行うこと
が不可能であ
ることから場
所が限定さ
れ、供給者が
一に特定され
る賃貸借契約

- - - - - - - - - -



別紙様式５

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

名称 所在地

随意契約によることとし
た会計法令の根拠条文
（企画競争等）

契約の相手方の商号又は名称及び
住所

住所商号又は名称

契約を締結した日

競争性のない
随意契約によ
らざるを得な
い理由

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場合
再就職
の役員
の数
（※契約
の相手
方が農
林水産
省が所
管する特
例社団
法人又
は特例
財団法
人の場
合の記
載事項）

提案者の
数

特別な競
争参加
資格
（※提案
者の数
が１の場
合の記
載事項）

備　　考

公益法
人の区

分

国認定、
都道府
県認定
の区分

うち公益
社団法人
又は公益
財団法人
（特例社
団法人又
は特例財
団法人を
含む。）

関川用水土地改良建
設事業所庁舎賃貸借
1式

分任支出負担行
為担当官　北陸農
政局関川用水土
地改良建設事業
所長　山口　和彦

新潟県
上越市
稲田1-
1-7

令和7年4月1日
えちご上越農業協同組合
法人番号9110005009380

新潟県
上越市
藤巻5-
30

会計法第29条の3第4項
（賃貸借契約）

当該場所でな
ければ行政事
務を行うこと
が不可能であ
ることから場
所が限定さ
れ、供給者が
一に特定され
る賃貸借契約

- 1,914,000 - - - - - - - -

笹ヶ峰二期農地保全事
業建設所庁舎賃貸借
1式

分任支出負担行
為担当官　北陸農
政局関川用水土
地改良建設事業
所長　山口　和彦

新潟県
上越市
稲田1-
1-7

令和7年4月1日
株式会社まちづくり新井
法人番号2110001020364

新潟県
妙高市
朝日町
1-10-3

会計法第29条の3第4項
（賃貸借契約）

当該場所でな
ければ行政事
務を行うこと
が不可能であ
ることから場
所が限定さ
れ、供給者が
一に特定され
る賃貸借契約

- 9,977,088 - - - - - - - -

職員宿舎建物賃貸借
1式

分任支出負担行
為担当官　北陸農
政局関川用水土
地改良建設事業
所長　山口　和彦

新潟県
上越市
稲田1-
1-7

令和7年4月1日
ハセガワ不動産管理システ
ム株式会社
法人番号4110001020362

新潟県
妙高市
栗原5-
2-1

会計法第29条の3第4項
（賃貸借契約）

当該場所でな
ければ行政事
務を行うこと
が不可能であ
ることから場
所が限定さ
れ、供給者が
一に特定され
る賃貸借契約

- 1,236,000 - - - - - - - -



別紙様式５

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

名称 所在地

随意契約によることとし
た会計法令の根拠条文
（企画競争等）

契約の相手方の商号又は名称及び
住所

住所商号又は名称

契約を締結した日

競争性のない
随意契約によ
らざるを得な
い理由

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場合
再就職
の役員
の数
（※契約
の相手
方が農
林水産
省が所
管する特
例社団
法人又
は特例
財団法
人の場
合の記
載事項）

提案者の
数

特別な競
争参加
資格
（※提案
者の数
が１の場
合の記
載事項）

備　　考

公益法
人の区

分

国認定、
都道府
県認定
の区分

うち公益
社団法人
又は公益
財団法人
（特例社
団法人又
は特例財
団法人を
含む。）

笹ヶ峰二期農地保全事
業　地すべり観測クラ
ウドサービス業務　１式

分任支出負担行
為担当官　北陸農
政局関川用水土
地改良建設事業
所長　山口　和彦

新潟県
上越市
稲田1-
1-7

令和7年4月1日
国際航業株式会社　新潟
支店
法人番号9010001008669

新潟県
新潟市
中央区
東大通
2-3-26

予決令第102条の4第4
号ｲ（有利随意契約）

過年度業務に
て契約を行っ
たサービスで
あり、他に同
等の機能を有
するサービス
は無いことか
ら、有利価格
をもって契約
することので
きる現契約者
と継続し契約
するため。

- 4,873,000 - - - - - - - -

北陸農政局新津郷用
水農業水利事業所庁
舎賃貸借
１式

分任支出負担行
為担当官北陸農
政局新津郷用水
農業水利事業所
長　後藤　高広

新潟県
新潟市
秋葉区
川口578
番地13

令和7年4月1日
サニーライブホールディン
グス株式会社
法人番号6230001010317

富山県
高岡市
能町７５
０番地

会計法第29条の3第4項
（賃貸借契約）

当該場所でな
ければ行 政
事務を行うこ
とが不可能で
あることから
場 所が限定
され、供給者
が一に特定さ
れる賃貸借契
約

- 9,570,000 - - - - - - -

職員宿舎賃貸借
１式

分任支出負担行
為担当官北陸農
政局新津郷用水
農業水利事業所
長　後藤　高広

新潟県
新潟市
秋葉区
川口578
番地13

令和7年4月1日

積水ハウスシャーメゾンPM
中部　株式会社新潟賃貸
営業所
法人番号5180001031328

新潟県
新潟市
中央区
南笹口１
丁目１番
５４号
日生南
笹口ビル
１階

会計法第29条の3第4項
（賃貸借契約）

当該場所でな
ければ行 政
事務を行うこ
とが不可能で
あることから
場 所が限定
され、供給者
が一に特定さ
れる賃貸借契
約

- 3,724,200 - - - - - - -



別紙様式５

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

名称 所在地

随意契約によることとし
た会計法令の根拠条文
（企画競争等）

契約の相手方の商号又は名称及び
住所

住所商号又は名称

契約を締結した日

競争性のない
随意契約によ
らざるを得な
い理由

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場合
再就職
の役員
の数
（※契約
の相手
方が農
林水産
省が所
管する特
例社団
法人又
は特例
財団法
人の場
合の記
載事項）

提案者の
数

特別な競
争参加
資格
（※提案
者の数
が１の場
合の記
載事項）

備　　考

公益法
人の区

分

国認定、
都道府
県認定
の区分

うち公益
社団法人
又は公益
財団法人
（特例社
団法人又
は特例財
団法人を
含む。）

水橋農地整備事業所
庁舎建物等賃貸借　1
式

分任支出負担行
為担当官　北陸農
政局水橋農地整
備事業所長　竹山
健志

富山県
富山市
針原中
町311-1

令和7年4月1日
株式会社ビルト
法人番号7230001002627

富山県
富山市
水橋市
田袋
268-6

会計法第29条の3第4項
（賃貸借契約）

当該場所でな
ければ行政事
務を行うこと
が不可能であ
ることから場
所が限定さ
れ、供給者が
一に特定され
る賃貸借契約

- 6,336,000 - - - - - - - -

令和７年度国営農地再
編整備事業水橋地区
埋蔵文化財発掘調査
業務委託事業　1式

分任支出負担行
為担当官　北陸農
政局水橋農地整
備事業所長　竹山
健志

富山県
富山市
針原中
町311-1

令和7年4月1日
公益財団法人富山県文化
振興財団
法人番号2230005007932

富山県
富山市
新総曲
輪4番18
号

会計法第29条の3第4項
（法令等の規定）

契約の相手方
が法令等によ
り明確に特定
され、競争性
のない随意契
約によらざる
を得ないた
め。

- 68,673,000 - 公財
都道府
県認定

- - - - -

職員宿舎賃貸借

分任支出負担行
為担当官代理　北
陸農政局信濃川
水系土地改良調
査管理事務所次
長　袖山　徳夫

新潟県
新潟市
中央区
川岸町1
丁目49
番地3

令和7年4月1日
株式会社鐙ビル
法人番号9110001001135

新潟県
新潟市
中央区
鐙西1-
12-16

会計法第29条の3第4項
（賃貸借契約）

当該場所でな
ければ行政事
務を行うこと
が不可能であ
ることから場
所が限定さ
れ、供給者が
一に特定され
る賃貸借契約

- 4,140,000 - - - - - - - -



別紙様式５

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

名称 所在地

随意契約によることとし
た会計法令の根拠条文
（企画競争等）

契約の相手方の商号又は名称及び
住所

住所商号又は名称

契約を締結した日

競争性のない
随意契約によ
らざるを得な
い理由

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場合
再就職
の役員
の数
（※契約
の相手
方が農
林水産
省が所
管する特
例社団
法人又
は特例
財団法
人の場
合の記
載事項）

提案者の
数

特別な競
争参加
資格
（※提案
者の数
が１の場
合の記
載事項）

備　　考

公益法
人の区

分

国認定、
都道府
県認定
の区分

うち公益
社団法人
又は公益
財団法人
（特例社
団法人又
は特例財
団法人を
含む。）

職員宿舎賃貸借

分任支出負担行
為担当官代理　北
陸農政局信濃川
水系土地改良調
査管理事務所次
長　袖山　徳夫

新潟県
新潟市
中央区
川岸町1
丁目49
番地3

令和7年4月1日
株式会社新潟材協
法人番号6110001003836

新潟県
新潟市
中央区
近江2-
11-17

会計法第29条の3第4項
（賃貸借契約）

当該場所でな
ければ行政事
務を行うこと
が不可能であ
ることから場
所が限定さ
れ、供給者が
一に特定され
る賃貸借契約

- 5,520,000 - - - - - - - -

柴山潟堤災害復旧工
事に係る土地使用補
償

分任支出負担行
為担当官北陸農
政局西北陸土地
改良調査管理事
務所長　生玉　修
一

石川県
小松市
園町ホ
85-1

令和7年4月1日
有限会社三共農園
法人番号3220002012407

石川県
加賀市
新保町カ
33

会計法第29条の3第4項
（用地補償契約）

公共事業の施
行に伴う損失
補償に関して
契約を行うも
のであり、工
事に必要とな
る土地等の権
利者との契約
であり、場所
及び契約相手
方が特定され
るため

- - - - - - - - - -

河北潟周辺農地防災
事業　河北潟放水路防
潮水門工事に伴う土地
使用補償金

支出負担行為担
当官　北陸農政局
長　遠藤　知庸

石川県
金沢市
広坂2-
2-60

令和7年4月1日
サンケイブリードー有限会
社
法人番号4220002016299

石川県
河北郡
内灘町
字湖西
227番地

会計法第29条の3第4項
（用地補償契約）

公共事業の施
行に伴う損失
補償に関して
契約を行うも
のであり、工
事に必要とな
る土地等の権
利者との契約
であり、場所
及び契約相手
方が特定され
るため

- - - - - - - - - -



別紙様式５

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

名称 所在地

随意契約によることとし
た会計法令の根拠条文
（企画競争等）

契約の相手方の商号又は名称及び
住所

住所商号又は名称

契約を締結した日

競争性のない
随意契約によ
らざるを得な
い理由

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場合
再就職
の役員
の数
（※契約
の相手
方が農
林水産
省が所
管する特
例社団
法人又
は特例
財団法
人の場
合の記
載事項）

提案者の
数

特別な競
争参加
資格
（※提案
者の数
が１の場
合の記
載事項）

備　　考

公益法
人の区

分

国認定、
都道府
県認定
の区分

うち公益
社団法人
又は公益
財団法人
（特例社
団法人又
は特例財
団法人を
含む。）

収入減少影響緩和対
策積立金管理業務委
託事業　一式

支出負担行為担
当官　北陸農政局
長　遠藤 知庸

石川県
金沢市
広坂2-
2-60

令和7年4月18日
新潟県担い手育成総合支
援協議会

新潟県
新潟市
中央区
東中通
1-86-51

会計法第29条の3第4項
（法令等の規定）

契約の相手方
が法令等（農
業の担い手に
対する経営安
定のための交
付金の交付に
関する法律施
行規則（平成
18年農林水産
省令第59号）
第11条第1項
第4号）により
明確に特定さ
れ、競争性の
ない随意契約
によらざるを
得ないため。

- 4,570,000 - - - - - - - -


